
函館市放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は，函館市放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費

補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し，函館市補助金等交

付規則（昭和６２年函館市規則第４３号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。  

 （目的）  

第２条 補助金は，放課後児童健全育成事業を実施するための施設（以

下「放課後児童クラブ」という。）において，業務のＩＣＴ化を推進

するとともに，オンライン研修を行うために必要な経費等に対して市

が支援することにより，ポストコロナに向けたデジタル社会の実現を

図り，もって放課後児童健全育成事業を円滑に推進するこ とを 目的

とする。  

 （補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）  

は，本市に届出のある，放課後児童健全育成事業を実施している者と

する。  

 （補助対象事業）  

第４条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」とい 

う。）は，補助対象者が行う，次に掲げる事業とする。  

(1) 連絡帳の電子化や，オンライン会議またはオンラインを活用した

相談支援に必要なＩＣＴ機器の導入等の環境整備事業 

(2) 都道府県等が実施する研修をオンラインで受講できるよう，必要

なシステム基盤の導入等事業 

(3) 前各号のほか，ＩＣＴ化の推進に資する機器等の整備事業  

２  前項各号に 掲 げる事業の実施 に あたり，函館市 以 外から補助

金等を受ける場合，函館市の補助の対象外とする。  



 （補助対象者の責務）  

第５条 補助対象者は，補助事業により取得し，または効用の増加した

財産については，事業完了後においても 善良な管理者の注意を持

って管理するとともに，その効率的な運用を図るものとする。  

 （補助金の交付の申請）  

第６条 規則第７条第１項に規定する申請書は別記第１号様式に，同条  

第２項第１号に規定する計画書は別記第２号様式に，同項第２号に規

定する収支予算書は別記第３号様式によるものとする。  

 （補助対象事業の変更または中止）  

第７条 規則第９条第１項第１号の規定により市長に承認を受ける場合  

の申請書は，別記第４号様式によるものとし，その結果については，  

別記第５号様式により通知するものとする。ただし，次の各号のいず

れかに該当する場合は，この限りではない。  

 (1) 補助金等の交付の目的の達成のため弾力的な遂行を認める必要が

ある場合，または経費の目的を実質的に変更するものではない場合  

 (2) 補助金の交付の対象となる経費（消費税および地方消費税を除

く。以下「補助対象経費」という。）の２割以内の変更をする場合  

２ 規則第９条第１項第２号の規定により市長に承認を受ける場合の申  

請書は，別記第６号様式によるものとし，その結果については，別記  

第７号様式により通知するものとする。  

 （補助金の額）  

第８条 補助金の額は，補助対象経費の全額または５０万円のいずれか

少ない額とし，予算の範囲内において交付するものとする。 

２ 前項において，補助金の交付の対象となる経費を合計した額に千円

未満の端数が生じる場合には，これを切り捨てた額とする。  

 （交付決定の通知）  

第９条 規則第１０条に規定する通知書は，別記第８号様式によるもの

とする。  



 （実績報告）  

第 １０条  規則 第１７ 条第１項に 規定す る実績報告 書は別 記第９号

様式に，同条第２項第１号に規定する実績書は別記第１０号様式に，

同項第２号に規定する収支決算書は別記第１１号様式によるものとす

る。 

２ 補助事業者は，前項の実績報告書を令和６年１月３１日までに市長

へ提出するものとする。  

 （補助金の額の確定の通知）  

第１１条 規則第１８条第１項および第２項の規定による通知は，別記第

１２号様式の 通知書によりするものとする。  

 （書類の保存）  

第１２条 補助事業者は，補助事業に係る書類を，補助金の額の確定する

日の属する年度の終了後，補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の

規定に基づき，内閣総理大臣が別に定める期間まで保存しなければな

らない。  

 （財産の処分の制限）  

第１３条 補助事業者は，補助事業により取得した財産を，補助事業の完

了した年度の翌年度から起算して，内閣総理大臣が別に定める期間を

経過するまで，市長の承認を受けないで，補助金の交付の目的に反し

て使用し，譲渡し，交換し，廃棄し，貸付または担保（以下 ｢処

分 ｣という。）に供してはならない。  

２ 補助事業者は，前項の財産の処分をしようとする場合は，あらかじ

め市長の承認を受けなければならない。  

３ 市長は，前項の承認をしようとする場合において，交付した補助金

のうち第１項の処分時から内閣総理大臣が別に定める期間が経過する

までの期間に相当する分を原則として返還させるとともに，さらに，

財産を処分することにより収入があった場合は，市長は，その収入の



全部または一部を市に納付させることができる。  

   附 則  

 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この要綱は，令和５年４月１日から施行する。 

 



別記第１号様式（第６条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金交付申請書  

   年   月   日  

 

 函館市長  様  

 

                    申請者  住   所  

 

                            施設等名  

                           代表者職氏名                 

                 連絡先  

 

 このことについて，下記により補助金の交付を受けたいので，函館市

補助金等交付規則第７条の規定により，関係書類を添 えて申請します。  

記  

１  補助事業の概要  

 

 

 

２  補助事業の着手および完了の予定期日  

着  手：   

     完  了：  

３  補助事業に要する経費               円  

   

４  補助金交付申請額                 円  



別記第２号様式（第６条関係）  

補  助  事  業  実  施  計  画  書  

事業実施期間  
     年   月   日から  

  年   月   日まで  

事業実施者  

・ 住   所  

・施設等名  

・代表者職氏名  

施設種別  放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 の 用 に 供 す る 施 設  

導 入 す る 機 能  

（ 該 当 す る 番 号

を 〇 で 囲 ん で く

だ さ い ）  

１．利用者の入退所の管理に関する機能  

２．保護者との連絡に関する機能  

３．オンライン相談・オンライン訪問に関する機能  

４．自動文字起こしに関する機能  

５．記録の共有に関する機能  

６．研修のオンライン化  

７．通訳や翻訳のための機器の導入  

導 入 機 器 の 名 称

お よ び 事 業 内 容  

導入機器の名称  

事業内容  

事 業 に よ り 期 待

さ れ る 効 果  

（ 該 当 す る 番 号

を 〇 で 囲 ん で く

だ さ い ）  

１．業務が効率的に行えるようになる  

２．残業時間が縮減される  

３．業務負担が軽減する  

４．利用者の利便性が向上する  

５．利用者に直接対応する時間が増える  

６．職員同士の話し合いの時間が増える  

７．研修機会が増える  

８．その他（                 ） 

その他特記事項   



別記第３号様式（第６条関係）  

補  助  事  業  収  支  予  算  書  

  収入の部                   （単位：千円）  

項   目  
予  算  額  

内  訳  等  
 うち，補助対象事業 

函館市補助金     

自己資金     

    

    

    

合   計     

 

 支出の部                    （単位：千円）  

項   目  
予  算  額  

内  訳  等  
  うち，補助対象事業 

需用費     

役務費     

委託料     

備品購入費     

    

    

    

    

    

合   計     

 

 

 

 



別  紙  

補助事業収支予算書  備品購入費等内訳  

（単位：円）  

品  名  数量  予算額  補助対象額  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合   計     

  



別記第４号様式（第７条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金交付変更申請書  

   年   月   日  

 

 函館市長  様  

 

                    申請者  住   所  

 

                            施設等名  

                           代表者職氏名                 

                 連絡先  

 

 このことについて，     年   月   日付けで補助金の交付決定

を受けましたが，その事業を下記の理由により変更したいので，函館市

補助金等交付規則第９条の規定により，関係書類を添えて申請します。  

記  

１  変更の理由  

 

２  変更の内容  

 

※  補助事業に要する経費    

変更前  金      円      変更後  金      円  

   

※  補助金等の額    

変更前  金      円      変更後  金      円  

  （うち領収済額  金     円）  

 

※  補助事業等の完了期限  

 変更前    年  月  日まで    変更後    年  月  日まで  

 



別記第５号様式（第７条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金変更交付決定通知書  

函  子           

  年   月   日   

補助対象者  

 住   所  

 施設等名  

 代表者職氏名  

 

函館市長        印   

 

補 助 事 業 の 名 称  放 課 後 児 童 ク ラ ブ Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 事 業  

 

年   月   日 付 け で 変 更 申 請 の あ っ た 上 記 補 助 事 業 に つ い

て ，内 容 審 査 の 結 果 ，次 の と お り 変 更 決 定 し た の で ，函 館 市 補 助 金 等

交 付 規 則 第 ９ 条 の 規 定 に よ り 通 知 す る 。  

 た だ し ， 承 認 す べ き 条 件 は ， 従 前 の と お り と す る 。  

 

１  補助事業等の内容  

 

※  補助事業等に要する経費  

  変更前  金      円      変更後  金     円  

 

※  補助金等の額  

  変更前  金      円      変更後  金     円  

  （うち領収済額  金      円）  

 

※  補助事業等の完了期限  

 変更前    年  月  日まで    変更後    年  月  日まで  

 

※  補助金等の交付時期（概算払いの場合）  

  変更前   月  金      円   変更後   月  金      円  

 



別記第６号様式（第７条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金中止申請書  

  年   月   日  

 

 函館市長  様  

 

                     

                  申請者  住   所  

                        施設等名  

                            代表者職氏名                     

 

 

このことについて，     年   月   日付けで補助金の交付決定

を受けましたが，その事業を下記の理由により中 止したいので，函館市

補助金等交付規則第９条の規定により，関係書類を添えて申請します。  

 

【中止の理由】  

 

 

 

 



別記第７号様式（第７条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金中止決定通知書  

 函  子           

  年   月   日   

 

補助対象者  

 住   所  

 施設等名  

 代表者職氏名  

 

函館市長         印    

 

補 助 事 業 の 名 称  放 課 後 児 童 ク ラ ブ Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 事 業  

 

年   月   日付けで中止申請のあった上記事業については，

内 容 審 査 の 結 果 ，次 の と お り 中 止 決 定 し た の で ，函 館 市 補 助 金 等 交 付

規 則 第 ９ 条 の 規 定 に よ り 通 知 す る 。  

 

記  

 

【中止の理由】  

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第８号様式（第９条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金交付決定通知書  

函  子           

  年   月   日   

 

補助対象者  

 住   所  

 施設等名  

 代表者職氏名  

 

函館市長         印   

 

補 助 事 業 の 名 称  放 課 後 児 童 ク ラ ブ Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 事 業  

 

  年   月   日 付 け で 申 請 の あ っ た 上 記 補 助 事 業 に つ い て ，

内 容 審 査 の 結 果 ，次 の と お り 決 定 し た の で ，函 館 市 補 助 金 等 交 付 規 則

第 １ ０ 条 の 規 定 に よ り 通 知 す る 。  

 

記  

 

１  この補助事業に要する経費および補助金の額は，次のとおりとする。 

 

補助事業に要する経費  補助金の額  

  

 

２  この補助事業の完了期限は，     年   月   日とする。  

３  補助金の交付予定時期は，次のとおりとする。  

 

 

 



 

４  次の条件を承知されたい。  

（ 1）  この通知に係る補助金の交付の決定またはこれに付された条件に

不服があるときは，文書をもって当該補助金の交付の申請を取り下

げることができる。  

（ 2）  次の場合には，速やかに市長に報告して，その承認または指示を

受けること。  

ア  補助事業の内容の変更または経費の配分の変更（市長の定める軽

微な変更を除く。）をする場合  

イ  補助事業を中止する場合  

ウ  補助事業が予定の期間内に完了しない場合または補助事業の遂行

が困難となった場合  

（ 3）  この補助金の交付の決定後に おける事情の変更により特別の必要

が生じたときは，この決定の全部または一部を取り消し，またはこ

の決定の内容もしくはこれに付した条件を変更することがある。  

（ 4）  補助事業の遂行に当たっては，この内容の決定およびこれに付し

た条件に従い，善良な管理者の注意をもってこれに 当たること。  

（ 5）  補助事業の遂行の状況に関し，必要に応じ，報告を求め，調査を

することがある。  

（ 6）  補助事業が完了したときは，速やかに補助事業 実績報告書に関係

書類を添えて市長に報告しなければならない。  

（ 7）  次のいずれかに該当するときは，この補助金の交付の決定の全部

または一部を取り消し，当 該取消しに係る部分に関し，すでに補助

金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ずること

がある。この場合，補助金の額の確定後においても同様とする。  

ア  この補助金を他の用途に使用したとき。  

イ  この補助金の交付の決定の内容またはこれに付 した条件に違反し

たとき。  

ウ  法令または函館市補助金等交付規則に基づく市長の措置に違反し

たとき。  

エ  天災地変その他補助金の交付決定後生じた事情変更により，補助

金の全部または一部を継続する必要がなくなったとき。  

オ  虚偽の申請その他不正な行為があったとき。  

（ 8）  補助事業により取得した財産を，市長の承認を受けないで補助金

の交付の目的に反して使用し，譲渡し，貸し付け，または担保に供

してはならない。  

（ 9）  補助事業者は，この補助事業に関する帳簿および書類を備え，こ

れを整理しておくとともに，この補助事業の完了 の日の属する年度

の終了後，内閣総理大臣が定める期間まで保存しなければならない。 

 



別記第９号様式（第１０条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金実績報告書  

   年   月   日  

 

 函館市長  様  

 

                     

                       住   所  

                        施設等名  

                            代表者職氏名                      

 

     年   月   日付け函子  をもって補助金の交付の決定を受

けた事業は，     年   月   日に完了したので，関係書類を添え

て報告します。  

 

１  補助事業の概要  

 

 

 

２  補助金交付決定通知額                円  

３  補助金領収済額                   円  

４  補助金領収未済額                  円  

 



別記第１０号様式（第１０条関係）  

補  助  事  業  実  績  書  

事業実施期間  
     年   月   日から  

  年   月   日まで  

事業実施者  

・ 住   所  

・施設等名  

・代表者職氏名  

施設種別  放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 の 用 に 供 す る 施 設  

導 入 し た 機 能  

（ 該 当 す る 番 号

を 〇 で 囲 ん で く

だ さ い ）  

１．利用者の入退所の管理に関する機能  

２．保護者との連絡に関する機能  

３．オンライン相談・オンライン訪問に関する機能  

４．自動文字起こしに関する機能  

５．記録の共有に関する機能  

６．研修のオンライン化  

７．通訳や翻訳のための機器の導入  

導 入 機 器 の 名 称

お よ び 事 業 内 容  

導入機器の名称  

事業内容  

事 業 に よ り も た

ら さ れ た 効 果  

（ 該 当 す る 番 号

を 〇 で 囲 ん で く

だ さ い ）  

１．業務が効率的に行えるようになった  

２．残業時間が縮減された  

３．業務負担が軽減した  

４．利用者の利便性が向上した  

５．利用者に直接対応する時間が増えた  

６．職員同士の話し合いの時間が増えた  

７．研修機会が増えた  

８．その他（                 ） 

その他特記事項   



別記第１１号様式（第１０条関係）  

補  助  事  業  収  支  決  算  書  

 収入の部                      （単位：円）  

項  目  
予算額Ａ  決算額Ｂ  増減  

Ｂ －Ａ  

内  訳  

    うち，補助対象事業  うち，補助対象事業 

函館市補助金        

       

自 己 資 金       

       

合  計        

 

 支出の部                      （単位：円）  

項  目  
予算額Ａ  決算額Ｂ  増減  

Ａ－Ｂ  
内  訳  

 うち，補助対象事業  うち，補助対象事業 

需用費         

役務費        

委託料        

備品購入費       

       

       

       

       

       

       

合  計        

 

                 収支差引額          円  

※支出の額および その内訳 を確認す ることの出来る書 類（領収証 および 納品

書等）を添付する こと。  



別  紙  

補助事業収支決算書  備品購入費等内訳  

（単位：円）  

品  名  数量  予算額Ａ  決算額Ｂ  
増減  
Ａ － Ｂ  

内  訳  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合   計       

 



別記第１２号様式（第１０条関係）  

  放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業費  

補助金の額の確定通知書  

函  子           

  年   月   日   

 

補助対象者  

 住   所  

 施設等名  

 代表者職氏名  

 

函館市長         印    

 

補 助 事 業 の 名 称  放 課 後 児 童 ク ラ ブ Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 事 業  

 

  年   月   日 付 け で 実 績 報 告 の あ っ た 上 記 事 業 に つ い

ては，補助金の交付の決定 およびこれに付した条件に適合すると認め

たので，函館市補助金等交付規則第１８条の規定により，次のとおり

補助金の額を確定したので通知する。  

 

記  

 

補助金の確定額            円  

 


